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序　　文序　　文序　　文序　　文序　　文

　テュニジア共和国は、1957年以来家族計画推進事業を展開し、人口増加率は着実に低下してい

ます。しかし、コミュニケーションが困難な地方農村地域などにおいては家族計画の普及が遅れ

ており、テュニジア共和国内での地域格差が大きいことが課題となっています。

　かかる背景のもと、わが国は同国に対し、IEC（Information, Education, Communication）に

主眼を置いた、家族計画に関する啓蒙教材（ビデオ番組、印刷媒体）製作を主な内容とした人口

教育促進プロジェクトを1993年３月から６年間（延長１年を含む）実施しました。

　同国は、本プロジェクトにより、家族啓蒙普及活動用ビデオ教材、印刷教材作製技術の移転が

行われたこと、およびその教材を用いたモデルエリアにおける活動が促進されたことを高く評価

しています。

　1994年の国際人口開発会議を受け、同国政府は家族計画をより広く「リプロダクティブ・ヘル

ス」ととらえ直し、主に青少年に対するリプロダクティブ・ヘルスに関する教育を強化するべく、

わが国に新たにプロジェクト方式技術協力を要請越しました。

　これを受け、国際協力事業団は、先方との協議を行い、技術協力の具体的な内容を確認するた

め、1998年5月に事前調査団を派遣し、続いて同年10月および1999年５月に短期調査団を派遣しま

した。今般、これらの調査結果を踏まえ、討議議事録（R/D）を締結するため、当事業団医療協力

部長遠藤明を団長とする実施協議調査団を1999年９月６日から同年９月18日までの日程で派遣し

ました。本報告書は、同調査団が実施しました調査および協議内容とその結果について取りまと

めたものです。

　ここに本調査にあたり、ご協力を賜りました関係者各位に深甚なる謝意を表しますとともに、

今後のプロジェクトの実施・運営にあたりまして、関係各位のいっそうのご協力をお願いする次

第です。

　1999年９月

国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団
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１．１．１．１．１．     実施協議調査団派遣実施協議調査団派遣実施協議調査団派遣実施協議調査団派遣実施協議調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　テュニジア共和国（以下、テュニジア）は、1957年以来家族計画推進事業を展開し、人口増加

率は着実に低下しているものの、コミュニケーションが困難な地方農村地域などにおいては家族

計画の普及が遅れており、同国内での地域格差が大きいことが課題となっている。第８次５カ年

計画のなかでも、地方における家族計画の普及や人口問題の解決について言及されている。

　かかる背景のもと、わが国は同国に対し、IEC (Information, Education, Communication)に

主眼を置いた、家族計画に関する啓蒙教材（ビデオ番組、印刷媒体）製作を主な内容とした人口

教育促進プロジェクトを1993年３月から５年間の協力予定で実施した。1998年の終了時評価調査

において、ビデオ製作における技術協力はほぼ達成されたとの評価を得たが、協力期間の後半に

なって導入された印刷教材製作については、なお改善の余地があるとの結果に至り、協力活動の

フォローアップとして、協力期間を１年間延長した。

　1994年にエジプトのカイロで国際人口開発会議（ICPD）が開催され、同会議において採択され

た行動計画に則り、同国政府は家族計画をより広く「リプロダクティブ・ヘルス」ととらえ直し、

女性の健康や思春期の性に関する活動を強化することとなった。特に人口の40％以上を25歳以下

の人口が占め、かつ平均初婚年齢が26歳と比較的高い現状に鑑み、青少年に対するリプロダクティ

ブ・ヘルス教育とサービスの提供が重要なテーマとなってきている。第９次５カ年計画（1997～

2001年）においても、人口家族計画分野の重点項目としてリプロダクティブ・ヘルスへの展開を

あげている。

　かかる背景のもと、同国政府は、前プロジェクトの成果を踏まえ、主に青少年に対するリプロ

ダクティブ・ヘルスに関する教育を強化すべく、わが国に新たにプロジェクト方式技術協力を要

請越した。

　本要請を受け、当国の要請の背景、枠組みおよび内容等を調査・協議することを目的とする事

前調査団を1998年５月に派遣した。事前調査では、「教育教材の企画・製作・普及にかかる包括

的な能力向上を通じたリプロダクティブ・ヘルス教育の強化」をプロジェクトの目標とすること

で双方は同意したものの、先方は、①印刷機材供与、②情報ネットワークの２分野を主項目とし

て想定しており、リプロダクティブ・ヘルス教育強化における包括的な教材製作の一手段として

の印刷部門強化を想定している当方との認識の相違があり、プロジェクトのアウトプット、活動

内容については合意に至らなかった。

　1998年10月に印刷分野についての協力の妥当性調査、およびリプロダクティブ・ヘルスセミナー

の開催を目的として、また1999年５月に事前調査で合意に至らなかったアウトプットおよび活動

内容等について、さらに協議を重ねることを目的とし、各々短期調査団を派遣した。
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　本調査団は、以上の調査結果を踏まえ、本プロジェクトの最終的な協力内容、協力方法、討議

議事録（R/D）および暫定実施計画書（TSI）の署名・交換を行うことを目的として、1999年９月

６日から同年９月18日の日程で派遣された。

１－２　調査団の構成

　　　　　担当　　　　氏　名　　　　　　所　　　　　属

　団長　総　　括　　遠藤　　明　　国際協力事業団医療協力部長

　団員　家族計画　　鈴木　良一　　（財）家族計画総務部長

　団員　教材製作　　秋山　　明　　（財）キリスト教視聴覚センター業務部業務三課主任

　団員　協力計画　　大勝　恵悟　　国際協力事業団医療協力部付

　団員　業務調整　　内田　浩正　　国際協力事業団医療協力部特別嘱託

１－３　調査日程

日順 月日 曜日 移　動　お　よ　び　業　務 備　　考
１ ９/６ 月 移動　成田発→チューリッヒ着
２ ９/７ 火 移動　チューリッヒ発→テュニス着

15:00　JICA事務所打合せ
16:30　ONFP表敬

３ ９/８ 水 16:00　女性問題省表敬・協議
４ ９/９ 木 14:30　JICA事務所打合せ

16:30　ONFP打合せ
遠藤団長、鈴木団員テュニス着

５ ９/10 金  8:00　人口・開発セミナー出席
 9:15　ONFP情報資料センター視察・協議
10:40　女性問題研究所視察・協議
15:00　ONFP視聴覚センター視察・協議
17:15　日本国大使館表敬

６ ９/11 土  8:30　ベンアルース県家族計画クリニック視察
11:00　バルドー印刷所視察・協議
15:30　団内打合せ

７ ９/12 日 資料整理
８ ９/13 月  8:20　機材業者打合せ

 9:30　UNFPA情報交換
10:30　保健省表敬
12:00　JICA事務所調査進捗報告
15:00　機材業者打合せ
16:30　ONFP協議・打合せ

９ ９/14 火  9:00　テュニジア女性連盟情報交換
10:00　R/D協議
11:00　外務省表敬
11:45　R/D協議
15:00　テュニジア家族計画協会活動報告
16:00　スース県副知事表敬
17:00　スース電子専門学校ピア教育視察

10 ９/15 水 11:00　R/D署名
16:00　日本国大使館報告
17:00　JICA事務所報告

11 ９/16 木 14:00　機材調査 遠藤団長、鈴木団員テュニス発
12 ９/17 金 移動　12:00　テュニス発→
13 ９/18 土 　　　→15:25　成田着
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１－４　主要面談者

(1) テュニジア側関係者

１）国家家族人口公団（ONFP）

Prof. Nebiha Gueddana Director General

Ms. Brilla Secretary General

Mr. Salah Harsi Director, International Cooperation

Mr. Abdelkrim Yahia Director, Documentation and Publication

Mr. Brahim Blradai Chief of Printing Section

Mr. Zied Laatiri Director, Communication

Ms. Saloua Darghouth Director, Audio Visual Production Center

Ms. Faouzia Hamila Director of the Library

Ms. Felhia Messaoud Chief of the Library Service

Mr. Rashid Ben Slama Director of Program and Follow-up,

Department of Communication

Mr. Ben Yahia Chokri

Mr. Faouzi Masbah Coordinator, IEC Program and Education,

International Training Center

Ms. Sonia Khelif Administrator

Mr. Anouar El Ouafi Regional Delegation, Ariana

Mr. Habib Naaouid Regional Administrator

Dr. Sami Mahjoubi Gynecologist

Ms. Tonia Gataa Anesthetist

Ms. Souheila Hamidi Midwife

Ms. Hayet Someih Nurse

Ms. Radhia Biziel Animatrice of Reception

２）UNFPA

Mr. Sharouh M. Sharif Representative in Algeria, Director for Tunisia

Mr. Asif

Ms. Helen Zhoghlami

３）UNICEF

Dr. Kamel Ben Abdallah
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(2) 日本側関係者

１）在テュニジア日本国大使館

　野口　雅昭 特命全権大使

　須藤　　亨 書記官

２）JICAテュニジア事務所

　辻岡　政男 所長

　竹本　啓一 所員

　Ms. Latifa Mami
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２．総　括２．総　括２．総　括２．総　括２．総　括

(1) 国の概況

　1956年にフランスから独立し、翌年から30年間大統領の職にあったブルギバが失脚、1987年

以来ベン・アリ大統領のもとで、政権基盤は安定している。治安も良好で、安定した成長を続

けており、2007年に予定されているEUとの自由貿易に向けて、関税の段階的完全撤廃、自由

貿易ゾーンの設立等、経済自由化への道を踏み始めている。

(2) 国家家族人口公団（ONFP）

　保健省の外局として1984年に前身となる人口家族計画公団が衣替えして設立された。家族計

画の実施機関として、全国23県に核となる施設を置き、クリニックとしての施設サービスと移

動ユニットやチームによる移動サービスを実施している。

　1994年の国際人口開発会議以降、リプロダクティブ・ヘルスへの転換が進められており、従

来の家族計画に加えて、更年期の女性へのホルモン補充療法や子宮ガン、乳ガンなどの診断も

行われている。1998年11月には青少年を対象としたカウンセリングサービスも開始された。

　当初の目的であった合計特殊出生率の抑制も、1950年代の７を超す状況から、最近では2.3

を切る状況となっており、ONFPとしても活動の重点を青少年に置き換える必要に迫られてい

るということができるであろう。

(3) カウンターパート

　ゲダナ総裁は、本プロジェクトについて、いみじくも「印刷所のプロジェクト」と言及した

ものの、直接のカウンターパートである国際協力部長ハルシ氏はプロジェクトの内容をよく理

解しており、プロジェクトの目標は、教材作製を通じたリプロダクティブ・ヘルス教育強化で

あるとの双方の共通の認識が確認された。

　カウンターパートとの仕事の内容詳細については、プロジェクト開始後、各専門家がそれぞ

れ分野において詰めていくことが期待される。

(4) NGOとの協力

　活発な活動を展開しているNGOとしてテュニジア家族計画協会があげられ、活動として

は、家族計画クリニックのほか、最近では青少年のピア（仲間）教育にも取り組んでいる。こ

のようなNGOとの協力は、リプロダクティブ・ヘルス教育の普及および住民のニーズを把握

するという観点から重要である。
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(5) マルチとの関係

　UNFPAやUNAIDSが資金援助を行っている。リプロダクティブ・ヘルス政策推進の観点か

ら、かかる機関とも情報交換等の連携を図ることが重要である。

(6) 南南協力

　テュニジアは、人口家族計画分野における南南協力の拠点として、長い活動の歴史をもって

いる。前人口教育促進プロジェクトの成果を踏まえ、1999年11月からONFP国際研修センター

においてリプロダクティブ・ヘルス教育に関する第三国研修が開始される予定である。研修の

あり方について国際研修センターとの連携も重要である。

(7) 在テュニジア日本国大使館

　現在、ONFPにおいて緊急を要す課題のひとつであり、まさに時宜を得たプロジェクトであ

り、他の支援活動と並んで、日本のテュニジアに対する協力の大きな柱としてこのプロジェク

トが位置づけられることが期待されるとのコメントがあった。
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　　３　　３　　３　　３　　３．．．．．リプロダクティブ・ヘルスにかかるプロジェクトの活動とリプロダクティブ・ヘルスにかかるプロジェクトの活動とリプロダクティブ・ヘルスにかかるプロジェクトの活動とリプロダクティブ・ヘルスにかかるプロジェクトの活動とリプロダクティブ・ヘルスにかかるプロジェクトの活動と
期待される成果期待される成果期待される成果期待される成果期待される成果および活動上の留意点および活動上の留意点および活動上の留意点および活動上の留意点および活動上の留意点

３－１　プロジェクトの活動内容と計画

(1) テュニジアのリプロダクティブ・ヘルスの経緯

　1966年から実施してきているテュニジアの家族計画プログラムは著しい成果をあげた。たと

えば、1998年の全国の避妊実行率は65％と高い水準を示している。都市と地方の格差はまだみ

られるものの、アラブ諸国やアフリカ諸国のなかでは群を抜く水準であるといえる。

　また、合計特殊出生率についても、1956年の独立の年に7.3であったものが、1998年には2.23

にまで下がっており、置換水準までもう一息にまできている。

　つまり、言い換えれば、既婚カップルへの家族計画・避妊の教育・サービスから、次のター

ゲットに徐々にシフトしなければならない状況にきているともいえる。さらに、一方では、青

少年の性行動の活発化、低年齢化、晩婚化により、とりわけ思春期・若者に焦点を当てたリプ

ロダクティブ・ヘルスの必要性に迫られている。

　1994年の国際人口開発会議において思春期・若者へのリプロダクティブ・ヘルスが提唱さ

れ、テュニジアは、アラブ諸国ではいち早くこの問題に取り組むことになった。

　1996年９月30日に開催された「21世紀の青少年」大会では、ベン・アリ大統領は、「青少

年・若者は現在においてもまた将来においてもわが国発展の基本となるものである。若者の健

康は私の最初の関心事である。」と演説し、青少年のリプロダクティブ・ヘルス活動の重要性

について基本方針を打ち出した。

　第９次５カ年社会経済開発計画（1997～2001年）のなかで、「青少年のリプロダクティブ・

ヘルス」は重要な柱のひとつに加えられた。

　望まない妊娠、HIV/エイズ予防教育を含む性感染症対策等の状況が懸念されている。特

に、若者の性行動が活発になり性感染症が悪化してきた現状に鑑み、対策が急がれるとの認識

をもとに各施策が始まった。政府機関のみならず、NGOも連携をとり、正に一体となってと

いえるほどの組織率といえる。

　ただし、本分野が何分にも新しい分野であることから、思春期や若者に健全なセクシュアリ

ティーを指導できる人材や、思春期や若者へのリプロダクティブ・ヘルス教育教材（映像・印

刷教材とも）が著しく不足しているのが現状である。

　こうしたことから、本件プロジェクト専門家チームのなかに、「IEC専門家」として調査分

析の業務経験の豊富な人材を派遣することが望ましい。
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(2) テュニジアの「人口ボーナス」

　テュニジアにおいても「史上空前の規模の若者世代が成人への準備段階に入り、彼らの教育

と健康のニーズに取り組む社会は、かつてないほど重大な義務を背負っている」といえる。こ

れからの労働力が、経済開発に十分に貢献できる知識と自由をもって働くようになるならば、

「人口ボーナス」の収穫を期待できる。

　テュニジアは、今後もこの目標に向かって国家計画が展開される。現在、国の予算の17.5％

が教育費に、6.6％が保健費に向けられているが、とりわけ若者に対する投資は、各省庁・

NGOにとっても大きな目標になっている。

(3) テュニジアのチャレンジ

　今回の調査の結果、テュニジアは以下の７つのチャレンジが今後必要であると確認された。

１）家族計画からリプロダクティブ・ヘルスへのサービスの拡大

２）人口妊娠中絶をなくすための避妊教育の徹底

３）乳児死亡率・妊産婦死亡率ゼロ作戦

４）男性教育と思春期・若者教育の徹底

５）都市と農村の格差の解消－プライマリー・ヘルスケアの推進

６）質の高い有料サービスの推進

７）南南協力の推進

　各チャレンジは重なるところがあり、当然、総合的なアプローチが求められるが、特にキー

ワードとして上記の７項目をあげた。このことを踏まえると、ONFPと保健省および他の関連

省庁やNGOとの連携がますます重要となってくる。人口増加抑制政策にのみに支えられた事

業ではなく、人間のウェルビーイングを求めた施策が必要となっている。その上にテュニジア

の挑戦（チャレンジ）が期待される。

(4) テュニジアのリプロダクティブ・ヘルス分野の重点項目

　テュニジアは、とりわけ女性のライフサイクルやライフステージに照らし合わせて、以下の

重点項目を掲げている。

１）家族計画・避妊

２）周産期ケア

３）更年期問題

４）性感染症と治療

５）婦人科系疾患

６）女性のガンの早期発見
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７）10歳代および若者のリプロダクティブ・ヘルス教育

　ONFPは、これらの重点項目の実施における総合調整機関として、そのリーダーシップが高

く評価されている。また、常に新しい課題へチャレンジする組織でもある。

(5) 国際人口開発会議（ICPD）および第４回世界女性会議後の取り組み

　1999年６月30日から７月２日までの人口開発国連特別総会では、テュニジアは思春期保健を

重要な柱のひとつにしたことを表明した。テュニジア政府は、NGOとの連携による青少年に

対するリプロダクティブ・ヘルス教育の重要性と緊急性について強く認識している。

　また、2000年の６月に予定されている女性に関する特別総会に向けても、アラブ諸国の牽引

車的役割を果たしていくことになり、今後の日本の協力にも関係するため、この１年間の取り

組みについても十分に見守る必要がある。新プロジェクトの発足がこのタイミングであること

を考えると、プロジェクトの活動内容や計画に大いに関係してくるといえる。

(6) 思春期保健の重要性

　テュニジアは、1997年の第９次社会経済国家計画の策定について、「特別な戦略・若者とリ

プロダクティブ・ヘルス」を提唱し、NGOとのパートナーシップに基づく、若者の健全なリ

プロダクティブ・ヘルス行動への適切な教育を実施中である。今年の国連特別総会において

も、テュニジアは、「若者の健康はわれわれの鍵となる関心事である」ことを強調し、思春期

および若者のリプロダクティブ・ヘルス教育を推進することを発表している。1997年から2001

年の５カ年計画の間に17歳から25歳の８万5,000人の若者を教育することを計画しており、着

実に実施している。また、ピア教育を、NGOとの連携により全国で精力的に実施している

が、その教育に使用するための教材が著しく不足している。

(7) 本プロジェクトの役割と活動内容・計画

　本プロジェクトの役割、活動内容、計画の概要については、R/Dを基本とし、その詳細につ

いては、プロジェクト開始後に専門家が現場でしっかりと詰める必要がある。

　テュニジアにおいても青少年へのリプロダクティブ・ヘルス教育は始まったばかりであるか

ら、どの援助機関もその手法については模索中である。UNFPAが青少年教育支援プロジェク

トを始めたのが現５カ年計画（1997～2001年）であるので、ようやく２年を経過したのみであ

り、実際の活動は1999年から始まったばかりである。よって、UNFPAおよび他の関連機関と

の情報交換・連携を図りながら、本プロジェクトを実施していくことが肝要である。

　たとえば、

１）プロジェクトデザインマトリックス（PDM）作成にあたって、UNFPAの関係者やプロ
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ジェクト実務者を招聘し、計画づくりに彼らの知識・経験を投入してもらう。

２）連携を実りのあるものにするために、N G Oにプロジェクトサイクルマネジメント

（PCM）ワークショップに参加してもらうとともに、草の根無償資金協力の導入を考慮し、

側面的に支援することも配慮する。優良なNGOに対して、パイロット的な事業展開をして

もらうことにより、プロジェクトの効果を高めることができる。

　特に、思春期や若者の相談施設の整備や教材作りについては、NGOは経験豊富である。

たとえば、テュニジア家族計画協会（国際家族計画連盟・IPPFのメンバー）、テュニジア

女性連盟、ボーイスカウト、ガールスカウトなど。まずは情報収集を実施し、多くのNGO

にも参加してもらうメカニズムをプロジェクト開始時から構築しておく。

３）UNFPAは思春期保健プログラムに1997年から参入しているパイオニア的機関であるが、

資金不足に直面している。UNFPAのような多国間援助機関（マルチ）との連携を考えた場

合、可能であるならばマルチ・バイ人口特別機材の枠をテュニジアでも検討したい。

４）「IEC専門家」の活動内容は、ONFPが従来から実施している、各県レベルでの種々の調

査結果の分析業務についての支援や指導、および、そのような分析結果に基づいて、よりよ

い教材を製作するための助言となるであろう。

３－２　期待される成果

(1) 南南協力の拠点国・アフリカ開発戦略のパートナー

　本プロジェクトのもうひとつの特徴は、技術協力と第三国研修が同時に動き始めていること

である。前人口教育促進プロジェクトの努力があったからこそ実現したといえ、両者の連携が

強く求められる。本プロジェクトと第三国研修の連携は、テュニジアを南南協力の拠点国・ア

フリカ開発戦略のパートナーとして位置づけるためにも必須である。

　メカニズムとしては、本プロジェクトの国内委員に第三国研修の中心的専門家に加わっても

らい、２つの部（医療協力部と地域部）の連携をしっかりと保つことが大切である。

　さらに、JICAテュニジア事務所は、プロジェクトチームと密接な連携を図り、プロジェク

トチームに研修の実際面をサポートしてもらうことが求められる。

(2) 思春期保健教育普及のリーディングカントリーとしての期待

　思春期保健教育普及は、どの国もその必要性を認識しながらも、実際面では立ち遅れてい

る。性教育、思春期保健、セクシュアル・エデュケーションなど、国によって各種の名称が見

受けられるが、なかなか進捗ははかばかしくないのが現状である。

　本プロジェクトは、テュニジアを思春期保健教育普及のリーディングカントリーとして育成

するのに貢献するものであり、JICAとのパートナーシップによってその実現が可能となれ
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ば、日本のプレゼンスを明示できるものとなる。

(3) 思春期・青年期層の参加

　企画、教材の内容の検討、モニタリングなどすべての段階に思春期・青年期層の参加が必要

である。大人から与える教材やプログラムでなく、自らが企画し作製活動に携わることが重要

である。なぜならば、使用されて初めて教材といえるからである。ピア教育を通して、１人の

問題は全員の問題であり、全員の問題は１人の問題であるというメカニズムをつくることがで

きれば、さらなる効果が期待できる。その手法が確立されれば、それ自体パイオニア的なもの

となる。まさに自らのニーズに応える青少年向け教育教材の企画・開発・製作・配布となろ

う。

(4) 青少年向け教育教材の開発

　前述の(3)とも関連するが、思春期・青年期層の参加によって企画されたものが、本プロ

ジェクトの協力を得て整備拡充されるバルドー印刷所とオーディオビジュアル（AV）センター

で製作されれば、ONFPの教育教材作りを改善するばかりでなく、今のところ、ONFPの教材

作りのみに追われているこれら施設を他の関連省庁/NGOが活用でき、自らの教材の作製もで

きるようになり、その面からも貢献できる。

　さらに、それらの教材が他のサブサハラの国々のリプロダクティブ・ヘルス教育の整備に役

立つとすれば、「南南協力」の弾みともなる。

(5) ジェンダー配慮

　ONFPと女性問題関係機関とのタイアップは特に顕著である。リプロダクティブ・ヘルスと

ジェンダーはコインの両面のような関係にあり、この配慮も重要である。このプロジェクト

は、日本の協力によりジェンダー配慮がさらに促進できるものと期待される。

　この点からも、日本の国内委員会に、ジェンダーの専門家の招聘およびジェンダーバランス

（男女比）も考慮してほしい。

３－３　活動上の留意点

(1) テュニジアのオーナーシップとの日本のパートナーシップ

　テュニジアは、応用力のある国である。また、応用から「独自性」を発揮できる国でもあ

る。このことを銘記し、専門家の技術移転はテュニジアのオーナーシップを引き出すものにし

てほしい。専門家はそのメカニズムを構築し、自らが主役になるのではなく、あくまでもパー

トナーとして活躍してほしい。それが、テュニジアの自立への重要な一歩となるからである。
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(2) 教育教材企画・製作・普及の留意点

　文字情報ばかりでなく視覚に訴えるものも要求される。アニメーションの活用も現地では提

案があった。思春期・若者に焦点を当てた教材作りには多様性が求められる。

　ビデオ教材と印刷教材を補完的に使うことも考慮に入れることが望ましい。

　また、使いやすいもの（たとえばサイズとか）、破れないもの、捨てられないもの（付加価

値をつけた教材）など、日本での経験も踏まえた教材作りが必要である。

(3) 男子への配慮

　思春期・若者のプロジェクトといえども、現行のクリニックや相談施設への男子の参加はま

だ非常に低いといえる。彼らが将来責任ある男性になることを想定し、今回の青少年向けの活

動が位置づけられているとすれば、逆のジェンダー配慮が必要となる。

　現在のクリニックは、男子が入りづらい。つまり産婦人科の病院に入るがごとくである雰囲

気がある。男子に優しいクリニックや相談施設づくりが望まれる。

(4) 日本人専門家の期待される貢献と活動

　教材の作製においては、各部局との調整が必要となるが、とりわけ、現行の組織機構ではコ

ミュニケーション部（普及部）との関連がいちばん強いと思われる。コミュニケーション部

は、主に以下の業務をもつ。

１）KAP (Knowledge, Attitude, Practice) 調査

　年に１～３回、全国ないしは地域（県単位）のKAP調査をアンケート形式で実施し、分

析し、ニーズを把握し、対策に従った適切な教材を作製する。

　今後の計画としては、10月に６地区の20歳から50歳の900人を対象にKAP調査を実施する

予定。対象は、既婚の男性・女性、若者・青年、とりわけ15歳から19歳の男女、20歳から28

歳の男女。

２）思春期相談室（リスニングユニット）

　毎月の定期的会合をもち、実施状況をモニタリングする。特にショクリ職員がそれを実施

している。月報にし分析、今後の方針を立てる。相談内容の把握、それらにあわせた対策に

ついて分析する。

３）年間計画の策定

　１）および２）の業務を踏まえ、総括し、次年度の計画づくりを行う。

　これら一連の業務分析を通して、教育用教材（印刷物、ビデオなど）、テレビ媒体を通して

使われる教材、また、指導者用の手引き（マニュアル）などの作製の方針が決められ、適宜作
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製されている。

　したがって、コミュニケーション部と視聴覚センター（AVセンター）やバルドー印刷所と

の連携によって教材等が作製されている。ちなみに、UNFPAの思春期教育用のパンフレット

や指導者用マニュアルが、最近、この流れによって作製されている。

　日本人専門家の技術協力もこの流れのなかで実施されることが、最も適切であると考える。

ラティリ部長、ショクリ職員、ソニア職員はともに日本での研修を受けている。これらのチー

ムとの共同作業が最も適切である。ラティリ部長は、ディレクタータイプで芸術肌、ときどき

哲学的になるところがある。ショクリ職員、ソニア職員は実務派で、テュニジアのリプロダク

ティブ・ヘルス教育ではなくてはならない「マグネルキット」の改訂版などの作製で貢献して

いる。

　リプロダクティブ・ヘルス/IEC専門家の役割としては、初めての試みであることを踏まえ

て、効果調査を常に並行して実施することが重要である。思春期・青少年のプログラムについ

ては、既婚カップルに対する家族計画活動を中心に実施してきたONFPには、ノウハウといえ

るものが非常に少ない。実際に活動を展開し、模索しながら、その効果を図り、次の活動につ

なげるチャレンジが求められる。オペレーションとリサーチの有機的な取り組みが、最も手堅

く着実に効果をあげていくものと思われる。調査内容については、青少年とリプロダクティ

ブ・ヘルスプログラムをより向上させるために、モデル地区２カ所において以下の調査を実施

することを提言するものである。これらの調査を通して改善点を見い出し、プログラムおよび

活動の質の向上に務める。

①　ピア・エデュケーター意識調査/ピア教育対象者のKAP調査

②　リスニングユニットサービスの評価調査

③　思春期保健教育教材の効果・インパクト調査

④　家族計画クリニックのサービスの向上のための調査

⑤　プログラム実施後のKAP調査

　なお、コミュニケーション部との今後の協議を通して、より適切な調査内容を確定すること

を望むものである。

(5) 他のプロジェクトの手法の研究

　現在、他の援助機関によって、複数の思春期・若者へのリプロダクティブ・ヘルスプロジェ

クトが実施されている。それらの手法を研究することが求められ、その研究をもとに、本プロ

ジェクトの充実も図られるものと考える。

　さらに、現在、JICAでは以下のようなリプロダクティブ・ヘルス関係のプロジェクトが各

国で動いている。各々のプロジェクトはそれぞれの要請背景で実施されているが、その手法・
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戦略でお互いに切磋琢磨できるものをもっていると考える。JICAプロジェクト間のお互いの

情報交換も積極的に実施してほしい。リプロダクティブ・ヘルス関係で戦略会議を開催するこ

とも考えられる。

　現行のJICAリプロダクティブ・ヘルスプロジェクトは、以下のとおりである。

・ヴィエトナム 「リプロダクティブ・ヘルスプロジェクト」

・テュニジア 「リプロダクティブ・ヘルス教育強化プロジェクト」

・バングラデシュ 「リプロダクティブ・ヘルス人材開発プロジェクト」

・メキシコ 「女性の健康プロジェクト」
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　　　　　　４　　　　　　４　　　　　　４　　　　　　４　　　　　　４．．．．．教材製作にかかるプロジェクトの活動と教材製作にかかるプロジェクトの活動と教材製作にかかるプロジェクトの活動と教材製作にかかるプロジェクトの活動と教材製作にかかるプロジェクトの活動と
期待される成果および活動上の留意点期待される成果および活動上の留意点期待される成果および活動上の留意点期待される成果および活動上の留意点期待される成果および活動上の留意点

４－１　プロジェクトの活動内容と計画

　テュニジアにおけるリプロダクティブ・ヘルス教育強化プロジェクトに必要な視聴覚教材およ

び印刷教材の充実、リプロダクティブ・ヘルス啓発普及活動の計画立案・実施・評価の向上を目

的とする。すでに前プロジェクトにおいてAVセンターの立ち上げ・機材供与・技術移転が終了

し、多くの視聴覚教材が製作された。本プロジェクトにおいては印刷教材の質的向上をめざす。

特にバルドー印刷所の印刷機材が老朽化および不足しているため、バルドー印刷所の機材整備と

環境整備が急務と思われる。ONFP側はDTP (Desk Top Publishing)印刷システムに対応できる印

刷機材の供与を要望しており、早急にこれらの機材の導入が必要である。供与機材については、

1999年５月に実施されたリプロダクティブ・ヘルス教育強化プロジェクト短期調査において署名

（1999年５月18日）された合意文書に記載済みである。DTP印刷および印刷教材の質的向上には

高度なデザイン知識を必要とする。以上のことを活動計画の主眼に置き、デザイナーの育成・写

真技術指導・DTPの操作指導・印刷技術強化・印刷機材操作・印刷機材供与など、バルドー印刷

所の機能強化を優先課題とする。さらにAVセンターの機能強化も同時に行い、リプロダクティ

ブ・ヘルス啓発普及活動に必要な視聴覚教材・印刷教材を製作する。上記に記した活動計画を実

行するにあたり、視聴覚・印刷技術・デザインDTPの短期専門家の派遣、各専門分野の研修員受

入れも同時に実施する。

４－２　期待される成果

　テュニジアのリプロダクティブ・ヘルス教育強化プロジェクトにおいては、専門家とカウンター

パートが共に、リプロダクティブ・ヘルス啓発普及活動の計画立案・実施・評価を行い、プロジェ

クトに必要な視聴覚教材・印刷教材の企画製作を実行し、教材の効果的な使用方法を考える。「青

少年とリプロダクティブ・ヘルス」の実施には視聴覚教材・印刷教材の有効利用が期待される。

印刷教材に関しては、対象別に種類を充実させることにより、多くの人の目に触れる利点がある。

特にポスター・パンフレット・リーフレットなどは日常生活に溶け込む要素があり、大きな成果

が期待できる。視聴覚教材についてはビデオ・スライド・OHPを普及活動地域・年齢別・目的等

に合わせ、使い分けることによりリプロダクティブ・ヘルス教育を効果的に理解させることがで

きる。ビデオ・スライド・OHPそれぞれの利点を生かすことが重要な課題となる。ビデオは電源

のある場所であればどこでも見せることができ、小人数を対象とした教育に効果的であり、ビデ

オプロジェクターとスクリーンを使用することにより大画面による上映が可能である。スライド・

OHPは静止画像によるレクチャーが可能であると同時に、大画面による大勢の人を対象にした教
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育の成果が期待できる。上記に記した事柄に対し、カウンターパートと真摯に向かい合い、悩み

苦しむことによって連帯感と自主性が構築されることを期待する。

４－３　活動上の留意点

　リプロダクティブ・ヘルス教育強化プロジェクトにおける重要課題は、啓発普及活動が効果的

に実施されることにあり、計画立案・実施・評価の位置づけが最も重要である。そのためには、

教材製作の専門家とともにIEC分野の長期専門家の派遣が必要である。IEC調査活動の結果を踏ま

えたうえで、対象別に製作、活用、評価を実施することが重要である。機材の供与および技術移

転にのみ重点が置かれるのではなく、IECプログラムが効果的に実施されることが望ましい。本プ

ロジェクトの重要課題である「青少年とリプロダクティブ・ヘルス」については、思春期教育用

教材が著しく不足しているため、かかる教材の製作が急務と思われる。

　以上の事柄を専門家が実施するのではなく、ONFP側のカウンターパートが自主的に実施できる

ように助言するのが専門家の役割である。そのためには、ONFPにおいてIEC分野の専門家養成と

同時に視聴覚教材、印刷教材製作のプロデューサーとディレクターの養成が必要である。基本的

に教材製作に必要な人材は、プランナー、プロデューサー、ディレクターであるが、AVセンター

においては、プロデューサーとディレクターがいないのが現状である。

４－４　プロジェクト・サイト視察結果

　今回の調査では表敬訪問のほか、実際の活動現場も数カ所視察できた。今回、視察した団体の

活動は以下のとおりである。

(1) ベンアルース県家族計画クリニックにおいては、1998年11月より若者を対象にしたリスニ

ングユニットが開設されていた。14、５歳ぐらいからの若者を中心に２人の助産婦が相談業務

や指導を行っているが、思春期教育教材が不足している。思春期・青少年が魅力を感じる教材

が必要であるとの意見があった。そのほかに無医村地域への移動クリニック（医師、助産婦、

看護婦）サービスが定期的に行われるなど、活発な活動をしている。

(2) テュニジア家族計画協会でも、UNFPAおよびONFPとの連携で青少年向けのピア教育、ピ

ア・エデュケーターの養成を実施している。スースにあるテュニジア家族計画協会では思春期

電話相談を金･土曜日の２日実施している。これにはピア・エデュケーターも協力している。

ここでも思春期教育教材が不足しているとのことであった。

(3) スース電子専門学校（職業訓練学校）は、ピア教育のワークショップをテュニジア家族計

画協会と協力して実施した。ワークショップで学んだ学生がクラスメートと情報をシェアをす
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るなど、積極的に若者とリプロダクティブ・ヘルスに取り組んでいる。いずれの場合も、家族

計画だけにとどまらず、若者にも正しい性教育が行われていることは大変評価できる。

(4) ９月10日～９月17日までの期間でリプロダクティブ・ヘルス分野の展示会がブルギバ通り

で開催され、多くの人々が見学に訪れた。テュニジアが、リプロダクティブ・ヘルス分野を重

要視していることがわかる。

(5) 全体として、テュニジアにおいてはリプロダクティブ・ヘルス分野に関して、さまざまな

視点から、積極的な取り組みが行われている反面、教材製作においては、その種類の少なさが

目立ち、今後のいっそうの多様化の必要性が痛感された。また、印刷技術の観点からは、印刷

の最終工程の技術水準に、改善の余地が多くあり、今後の課題が多く残っているように思われ

る。
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５．調査概要５．調査概要５．調査概要５．調査概要５．調査概要

(1) ONFP総裁表敬

　ゲダナ総裁からは、前人口教育促進プロジェクトの成果については非常に満足しており、特

に、AV技術の進展、研修関係の効果については大きな成果があったこと、また、今回新たに

始まるプロジェクトについては、印刷関係の技術協力の充実、機能拡充であり、印刷教材関係

の充実が期待されるとの発言があった。

　これを受け、団長より、本プロジェクトが前プロジェクトの成果・経験を生かし、新しい切

り口で有効な成果を残すことが期待されること、教材を作製するだけでなく、重要なのは教育

を受ける人によりその知識が実行されることであり、教材の効果をはかる必要があること、プ

ロジェクトの成果が他国にも普及されることが期待されるとの発言がなされ、プロジェクトの

目標は作製した教材を使用したリプロダクティブ・ヘルス教育の強化であることが強調され

た。

(2) ONFP情報資料センター視察

　図書資料センターとしてONFPのオフィス内にあったものが、情報資料センターとして拡充

することになり、今年度（1999年度）７月に開所された。１階は情報資料センター、２階は国

際研修センターとなっている。

　情報資料センターは、蔵書5,000冊、ビデオ、CD-ROMを有し、若者向けリプロダクティ

ブ・ヘルス関連の資料もそろえている。データベース化、ウェッブサイト化されており、電

話、通信で必要な資料の問い合わせが可能である。大学関係者、人口学・リプロダクティブ・

ヘルス研究者、医師、助産婦、学生、中高生等幅広い層に活用されている。

　国際研修センターでは、年間プログラムにあわせて研修事業を実施しており、アフリカの各

国から研修員を受け入れている。わが国の協力による第三国研修も同国際研修センターで今年

度から実施される計画である。

　次年度から、同敷地内にONFPの本部も移転し、印刷教材の作製、ビデオ・CD-ROMの貸

し出し、研修業務が補完しあうことが計画されている。

　同センターからは、当初ONFP 23支部とのネットワーク化についての要請があったが、同

センターの強化支援にとどめた協力とすることで合意した。（附属資料 ②短期調査団調査報告

参照）

(3) 女性問題研究所表敬

　女性問題研究所は、テュニジアの女性に関する研究・政策の決定のための分析を実施するこ
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とを目的に、カナダの援助により1990年に設立した。

　組織としては、所長、行政官、参与、技術部門および国際協力課からなる。技術部門では、

調査・研究・研修の実施、資料提供、情報伝達、出版などを行っている。国際協力課（所長直

属）では、二国間、多国間、国際機関との調整を行っている。

　今後、セクシャルヘルス、IECが重要となっていくと思われるため、JICA、WHOとの連携

が重要であるとの発言があった。

１）テュニジア内での連携

・教材の内容についてONFPに対し積極的にリコメンデーションを行っている。

・望まない妊娠、中絶、性感染症への対応としては、国家プログラムの一環としてONFPほ

かの政府機関とも連携（縦割り行政を越えて、横断的に協力）している。

・女性問題省では、エイズ撲滅運動に毎年参加している。CREDIFの役割も横断的に各省庁

を連携させることにもある。

２）国際機関との連携

・UNFPAの協力によりアフリカ仏語圏の幹部を対象とした女性の地位向上についての研修

を実施している。

・UNDPが研究部門について協力しており、1994年より次のとおり毎年テーマを変え、年報

を発行している。①テュニジアの女性（健康・雇用など統計を使って分析）、 ②地方にお

ける女性問題（テュニジアは独立して以来、地方の女性についての実態調査を実施してき

た）、③都市部における女性問題、④テュニジアの女性の芸術面での報告、⑤働く女性・

テュニジア経済への寄与の報告。仏語、アラビア語、英語で出版。

・国連から、2000年の北京＋５に向け、女性の地位向上のマニュアル作成を委託されてい

る。

３）二国間の連携

・カナダは資金援助、資料援助などを行っている。

・フランスの人口問題研究所と男性・女性の平等について共同研究を実施している。

＜テュニジアの女性に関する法律＞

　独立（1956年）の５カ月後に、一夫多妻の廃止、結婚年齢の引き上げ（男性19歳、女性

17歳）、法的による離婚などが法律で定められた。1992年には憲法第６条に、男女あらゆ

る分野で平等との条項が盛り込まれたものの、理論と現実の差は大きい。

(4) ONFP視聴覚センター

　現在のセンター要員（ビデオ技術者）は、前プロジェクトで養成された９人（カメラ・音

響・ミキシング等）で構成されている。プロジェクト終了後（1999年３月）、自ら２本の作品
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を製作した。プロデューサー、ディレクターが部内にいないため、これらの作品は、ディレク

ターをテュニジア国営放送から招請して作製した。

　センターからは、本プロジェクトに対し次の要望があげられた。

・プロデューサー、ディレクターがONFP内に育成されることが望まれる。日本人専門家が

駐在していたときは、日本人専門家がディレクター、テュニジア人技師がアシスタント・

ディレクターを務め、作品が作られ、人材育成がされていた。スタッフ・技術陣として

は、相当のレベルまで達したが、プロデューサー・ディレクターは、独り立ちするまでに

は至らなかった。

・技術陣と機材設備のフル活用が図られることが望まれる。本プロジェクト専門家として、

ディレクター業務の可能な人材が派遣されることが期待される。

(5) 在テュニジア日本国大使館表敬

　野口大使および須藤書記官から、次のような発言があった。

・本プロジェクトが、テュニジアとわが国の関係の向上にとって大きな役割を果たすことが

期待される。従前にも増して努力いただきたい。

・第２回アフリカ開発会議で明示された三角協力の好事例となることが期待される。

・第三国研修と有機的な連携を図ることが望まれる。

・テュニジアは、今後、「対外債務」や「パレスチナ関係」等の「三角協力」の実施国とし

てわが国とのパートナーシップが考えられる、重要な国である。

(6) ベンアルース県家族計画クリニック

１）テュニジアのリプロダクティブ・ヘルスへの取り組み

・カイロ会議以降、家族計画からリプロダクティブ・ヘルスへサービスが拡大し、サービス

の対象は思春期への相談業務から閉経後の女性までが含まれる。

・テュニジアでは合計特殊出生率が1956年7.3であったが、1998年には2.23まで低下した。

・ピア教育の指導者グループの育成、無医村地域への移動クリニック（医師、助産婦、看護

婦各１名）によるリプロダクティブ・ヘルスサービスを、定期的に実施している。

・多くの政府・NGO・企業等との連携により事業が展開されている。

２）ベンアルース県家族計画クリニックの活動内容

・ベンアルース県は管内人口41万2,000人であり、同クリニックは23県にあるONFPの家族

計画クリニックのひとつである。

・内科・外科・教育の３業務が中心。産婦人科医３名、助産婦10名。

・南南協力の基幹指導クリニックでもあり、教育の質の向上をめざしている。
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・思春期、青年期を対象にしたリスニングユニットが1998年11月に開設された。23県のう

ち、最初に開設されたパイオニア的相談室である。８時から17時までオープンし、２人の

助産婦が水曜日と土曜日の２交代制で勤務し、相談業務や指導を行っている。利用者は

14、５歳ぐらいからの若者が中心であり、女子のほうが圧倒的に多い（女子52：男子

３）。相談内容は、生理不順など月経に関すること、性感染症、望まない妊娠、避妊、流

産後のケア、婚前の健康診断等、また結婚した女性では、不妊症、性感染症など幅広い。

更年期障害の相談も多い。このような相談には、まず一般医が当たり、必要に応じて専門

医につなぐ体制をとっている。

３）課題

・思春期教材が著しく不足している。マグネルキットの需要も高い。

・アニメーションビデオ（日本から供与された）が効果が高い。自国での製作については人

材と経費の問題のため、難しいのではないか。思春期・青少年が魅力を感じる教材が必要

である。

４）本プロジェクトにおける協力内容について

・モデル地区の候補として、①テュニス首都圏近郊、対象人口60万人、②ケビリ県の２カ所

があがっている。目的は、クリニック機能の強化、施設・機材の改善、人員の養成強化、

教育教材の多様性化等。グループ研修を週１回実施する。モデル地区は情報と経験の発進

基地となること、また南南協力のモデルとなることが期待される。

・教材・サービスについてのニーズの発掘、教材作り（プリテスト・思春期層の参加）、イ

ンパクト調査、フィードバックなどの適切なプロセスを追いながら進める。カウンター

パートが中心となり、適宜専門家のアドバイスを受ける。

・思春期保健サービスの向上、教材については内容の多様性・質の向上をめざす。

・IECの専門家の指導内容は、リプロダクティブ・ヘルスサービスの向上、教材の内容・質

の向上、青少年向けのトレーニング方法の技術向上、ピア教育の向上等が含まれる。南南

協力のモデルとしての強化ということも念頭に置いておく必要がある。

(7) ONFPバルドー印刷所

　1999年10月末日完成をめどに順調に２階の増設作業が進んでいた。秋山専門家の事務所を印

刷所内に確保する予定である。

　1970年の創設にかかわり、今日まで中心となり働いてきた所長が３年後に定年退職となるた

め、後継者育成が望まれる。



－22－

(8) 国連人口活動基金（UNFPA）

　団長から、新プロジェクトの説明を行うとともに、UNFPAとも連携していきたい旨を告げ

た。UNFPAは前プロジェクトの内容をよく知っており、本プロジェクトの主旨についてもお

おむね理解していた。

１）UNFPAの取り組み

・NGOのほか、ベルギー政府およびUNAIDSともエイズ問題についての協力を行ってい

る。

・NGOのひとつであるテュニジア家族計画協会との連携によりエイズプログラムを実施中

である。

・1997年から５年の計画で思春期保健教育サポートプログラムを実施中である。

・教材作製はONFPのバルドー印刷所で行っている。ビデオ教材の作製は、JICAが協力し

たAVセンターを活用している。ピア教育用のマニュアル等を最近作成した。ONFPのラ

ティリ普及部長、ショクリ職員がカウンターパートである。

２）他の機関の協力について

　国連機関としては、UNAIDS、WHO、UNFPA、UNDP、UNICEF、UNESCOなどが

国連システムを形成している。また特にUNICEFは、子供を対象にする組織としては大変

重要な役割を果たしているが、残念ながら、５歳児以下とか、せいぜい12歳くらいまでの子

供たちに対するサービスは実施しているが、青少年・ティーンエイジャーにはいまだ取り組

んでいない。UNESCOは予算不足である。現在のところ、どの組織も青少年のリプロダク

ティブ・ヘルス教育に取り組み始めたばかりである。各機関の調整についてであるが、たと

えば、エイズに関しては、UNAIDSが調整機関になるべきであるが、実際には全体調整は

難しく、まだ確固としたメカニズムは存在しない。定期的に会合を開いているが、情報交換

を行っているレベルにとどまっている。

３）UNFPAからの提言

・リプロダクティブ・ヘルス教育の普及という同じ目標に向かっているので、相互に補完し

あうことが大切だと考える。

・JICAのプロジェクトプロポーザルについて、リプロダクティブ・ヘルス担当者からコメ

ントをすることも可能である。

・質の高い青少年向けの教材は不足している。そのような教材の作製について、今後とも

JICAと情報交換をしたい。

・UNFPAとしても南南協力を通して、思春期リプロダクティブ・ヘルス教育を各国へ拡大

したい。

・リプロダクティブ・ヘルス・青少年へのアプローチには、NGOの参画が非常に重要であ
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る。特に機動力のあるNGOは特定のテーマへの取り組みが得意であり、それを大いに活

用すべきである。

４）検討事項

・プロジェクト開始後に実施する予定のPCMワークショップに、UNFPAからも参加しても

らえるか、可能性につき検討する。

・マルチ・バイによる人口特別機材供与の可能性を探る。

(9) 女性連盟（NGO）

　テュニジア女性連盟は、テュニジアのNGOを代表する組織であり、独立の年（1956年）に

正式発足（それまでも活動は行われていたが、独立の年に公式発足）した最も古いNGOであ

る。目的は、女性の地位の向上であり、家族計画分野の事業も実施している。1956年に一夫多

妻制度を廃止（アラブ諸国で最初）、女子の就学の権利、女児男児の平等、法的に男女平等離

婚の採用（それまでは男性が一方的に離婚できた）、男女機会均等法（最近）などあらゆる男

女差別の撤廃、女性の地位の向上、権利の確保に関連する活動を実施している。組織は、会長

（代表）のもと、健康、環境、社会活動などの委員会が置かれており、それぞれ、各分野を代

表した14人のメンバーで構成されている。1956年時には、女性団体は本連盟のみであったが、

その後次々に女性問題関連団体が設立され、現在では約20の女性団体が、テュニジアにある。

現在、本女性連盟は、テュニスに５支部、22県に各１支部が置かれ、計27のセンターで活動が

実施されている。日陰地域では、グループとして活動している。研修所も所有し、女子教育の

研修を実施している（220カ所）。職業訓練センター、特に女子の職業訓練、識字率の向上等

を実施している。本連盟は、NGO、各団体、技術機関との連携を図りながら事業を実施して

いる。健康問題・家族計画や、女性や母親への教育などでは、ONFPと協力し実施している。

家族計画普及員の活動はONFPとの協力連携で実施している。託児所（働く女性のための）も

全国に61カ所設置している。

(10) テュニジア家族計画協会（スース市）

　1968年に発足、今年で31年目になるパイオニア的家族計画のNGOであり、保健省、ONFP

と大変緊密な協力のもとにリプロダクティブ・ヘルス事業を実施している。ゲダナ総裁は

NGOとの協力を強調している。また、ONFPの理事が本協会のメンバーとなっている。

　UNFPAおよびONFPとの連携により、青少年向けのピア教育、ピア・エデュケーターの養

成を、職業訓練校を中心に実施している。２年前（1997年）から６県で開始し、今年は他の６

県（ケビリ県を含む）でUNFPAの直接委託を受けて追加実施した。

　また、毎週金・土曜日に思春期電話相談を実施しており、ピア・エデュケーターも協力して
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いる。

　印刷教材は、テュニスの民間業者に委託している。バルドーの印刷所はフル稼働で忙しく、

印刷物を発注後、完成まで相当時間がかかる。ビデオ教材についてはONFPの製作のものも使

用しているが、教材は不足している。

　また、会長からは、ジョルダンの家族計画協会は日本政府からの協力で施設の整備を図って

いたが、われわれも日本の協力を期待するとの発言があった。

(11) スース県庁表敬

　スースは、美しい海岸線に恵まれ、全国でも有数のビーチであり、夏は大勢の観光客で賑わ

う。若者の性行動も非常に活発であり、大統領は自らこのことを重視し、保健省、青少年・ス

ポーツ省、ONFPに青少年に対する性教育を実施するように指令を出し、性教育キャンペーン

を実施している。ピア教育はその手法として、家族計画協会がパイオニアとして実施してい

る。

(12) スース電子職業訓練学校

　本校は、テレコミュニケーション、電子、コンピューター教育関係の職業訓練校である。11

名の技師が520名の学生を指導している。将来的には1,000人規模の学校にし、働いている人々

のためにも夜間講習会も設営する計画である。

　ピア教育のワークショップをテュニジア家族計画協会と協力して実施し、1999年最初のワー

クショップには34名が参加した（男子24名、女子10名が参加。生徒数のバランス（２：１）に

あわせて人選）。ワークショップ終了後、男子学生（21歳）からは、「大切なメッセージを学

んだ。性について情報を得ることができた。また人に対して恥ずかしがることなくオープンに

性に関する話ができるようになった」、女子学生（24歳）からは、「初めは躊躇したが、恥ず

かしがることなく、正しい知識を得ることが大切であるということがわかり、それをクラス

メートとシェアすることができるようになった。また科学的に性をとらえることもできるよう

になった。HIV/エイズ、妊娠・出産・赤ちゃんの成長、親としての責任等も勉強できた」、

などの評価が得られた。
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１．短期調査団派遣１．短期調査団派遣１．短期調査団派遣１．短期調査団派遣１．短期調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　テュニジア共和国（以下、テュニジア）政府からの家族計画にかかる啓蒙普及の拡大に対する

協力要請に基づき、国家家族人口公団（ONFP）を相手国実施機関とし、IEC (Information, Edu-

cation, Communication)を主眼に置き、家族計画にかかる啓蒙教材製作を主な内容とした「人口

教育促進プロジェクト」を1993年３月から1998年３月までの５年間を協力期間とし実施した。1998

年の終了時評価調査団では、ビデオ製作における技術協力がほぼ達成されたとの評価を受けたが、

協力期間の後半になって導入された印刷教材製作については、なお改善の余地があるとの結果に

至った。そのため、協力活動のフォローアップとしてプロジェクト期間の１年延長を実施した。

かかる状況を踏まえ、同国はフォローアップ協力が終了する1999年３月をめどに、次なる展開と

してモデルエリアにおける啓蒙普及実践（KAP <Knowledge, Attitude and Practice>）調査実施

とそれを反映した教材製作や普及ツールの開発）を主眼としたプロジェクト方式技術協力（フェー

ズ２）を要請越した。

　本要請を受けて、同国側の要望内容と実施体制および協力実施計画等を調査・協議することを

目的として、事前調査団を1998年５月23日から1998年６月４日まで派遣した。事前調査では、「教

育教材の企画・製作・普及にかかる包括的な能力向上を通じたリプロダクティブ・ヘルス教育の

強化」をプロジェクトの目的とすることで双方は同意したものの、先方は、①印刷機材供与、②

情報ネットワークの２分野を主項目として想定しており、リプロダクティブ・ヘルス教育強化（企

画・普及・モニタリングまでを含めた形での）における包括的な教材製作の一手段としての印刷

部門強化を想定している当方との認識の相違があり、プロジェクトのアウトプット、活動内容に

ついては合意に至らなかった。

　また、1998年10月31日から1998年11月９日まで、印刷分野についての協力の妥当性調査、およ

びリプロダクティブ・ヘルスセミナーの開催を目的に短期調査団が派遣された。本調査では先方

が提示した要請機材（総額２億500万円）のなかで高度技術を必要とするものは外注で行うことと

し、必要最小限の機材（１億500万円）を選定した。

　前回の事前調査で合意に至らなかったプロジェクトのアウトプット、活動内容等について、さ

らに協議を重ねることを目的とし、1999年５月10日から1999年５月20日まで短期調査団を派遣す

ることとなった。
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１－２　調査団の構成

　　　　　担　当　　　　　氏　名　　　　　所　　　　　属

　団長　公衆衛生　　　　中村　安秀　東京大学医学部国際保健学助教授

　団員　印刷技術　　　　秋山　　明　（財）キリスト教視聴覚センター業務部業務三課主任

　団員　協力計画　　　　北林　春美　国際協力事業団医療協力部医療協力第二課長

　団員　業務調整／通訳　内田　浩正　国際協力事業団医療協力部医療協力第二課特別嘱託

１－３　調査日程

１－４　主要面談者

(1) 日本側関係者

１）在テュニジア日本国大使館

　野口　雅昭 特命全権大使

　地引万由里 一等書記官

　須藤　　亨 書記官

２）JICAテュニジア事務所

　辻岡　政男 所長

　竹本　啓一 所員

　Ms. Latifa Mami

月日 曜日 移　動　お　よ　び　業　務
５／10 月 移動　13:10　成田発（JL407）→18:00　フランクフルト着
５／11 火 移動　10:05　フランクフルト発（LH4048）→11:20　テュニス着

15:15　JICA事務所打合せ
16:30　日本国大使館表敬

５／12 水 10:30　ONFP表敬
15:00　UNFPA訪問
16:30　ONFP総裁表敬

５／13 木  9:00　UNICEF訪問
10:30　バルドー印刷所見学
15:00　視聴覚センター見学
16:00　ONFP打合せ

５／14 金  9:00　ONFP打合せ
15:00　ONFP打合せ

５／15 土  9:00　Ariana支部、家族計画センター、アニマトリス活動地視察
17:30　Nabeulボーイスカウト青少年プログラム視察

５／16 日 資料整理
５／17 月  9:30　ONFP打合せ

16:00　ONFP打合せ
５／18 火  9:00　ONFP打合せ

15:30　日本国大使館報告
16:30　JICA事務所報告

５／19 水 移動　12:15　テュニス発（LH4047）→15:45　フランクフルト着
移動　20:50　フランクフルト発（JL408）→

５／20 木 　　　→　14:55　成田着
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(2) テュニジア側関係者

１）ONFP

Prof. Nebiha Gueddana Director General

Mr. Salah Harsi Director, International Cooperation

Mr. Abdelkrim Yahia Director, Documentation and Publication

Mr. Brahim Blradai Chief of Printing Section

Mr. Zied Laatiri Director, Communication

Ms. Saloua Darghouth Director, Audio Visual Production Center

Ms. Faouzia Hamila Director of the Library

Ms. Felhia Messaoud Chief of the Library Service

Mr. Rashid Ben Slama Director of Program and Follow-up,

Department of Communication

Mr. Ben Yahia Chokri Communication

Mr. Faouzi Masbah Coordinator, IEC Program and Education,

International Training Center

Ms. Sonia Khelif Administrator

Dr. Rim Sghairi International Training Center

Mr. Anouar El Ouafi Regional Delegation, Ariana

Mr. Habib Naaouid Regional Administrator

Dr. Sami Mahjoubi Gynecologist

Ms. Tonia Gataa Anesthetist

Ms. Souheila Hamidi Midwife

Ms. Hayet Someih Nurse

Ms. Radhia Biziel Animatrice of Reception

(3) 国際機関

１）UNFPA

Mr. Sharouh M. Sharif Representative in Algeria, Director for Tunisia

Mr. Asif

Ms. Helen Zhoghlami

２）UNICEF

Dr. Kamel Ben Abdallah
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２．活動概要２．活動概要２．活動概要２．活動概要２．活動概要

(1) 「テュニジア国リプロダクティブ・ヘルス教育強化プロジェクト」に関して、国家家族人

口公団（ONFP）とJICAの間で基本的な合意に達し、1999年度中にプロジェクトを開始する

ことになった。

(2) 合意内容の詳細については、本報告書およびミニッツ（英・仏語）を参照されたい。

(3) 昨年来、日本およびテュニジア側で会合を重ねてきたが、今回の短期調査団とONFP側は

終始友好的な雰囲気のなかでお互いの理想と現実をすり合わせる作業を行うことができ、建設

的な結論を得ることができた。まだ細部については両者による今後の協議が必要であるが、大

筋としての合意事項が覆ることはないであろう。

(4) テュニジアにおけるリプロダクティブ・ヘルスは、イスラム国であるにもかかわらず、非

常に積極的に取り組まれているとの印象をもった。ONFPと保健省との連携、学校保健との協

力、多くのNGO（テュニジア女性連盟（UNFT）、テュニジア性感染症/エイズ予防財団、

ボーイ・ガールスカウト、テュニジア労働者保健協会（GMT）、テュニジア国境なき医師団

など）との協調などを行っていた。また、女性の地位向上のための政策決定にかかわり、具体

的な法的整備を行うなど、人権にも留意した国内の社会的合意ができていた。

(5) 具体的なリプロダクティブ・ヘルス指標としては、以下のとおりである。また、これらの

水準は、他の北アフリカ諸国と比較しても非常に優れている。

＜テュニジアのリプロダクティブ・ヘルス指標＞

出生率 （1997） 18.9（人口1,000対）

合計特殊出生率（TFR）（1997） 2.38

妊産婦死亡率 （1994） 68.9（出生100,000対）

乳児死亡率（1995:出生1,000対） 27.2（女児） 33.8（男児）

０歳児の平均余命 （1997） 73.6歳（女性） 70.2歳（男性）

小学校６年生の就学率 （1998） 99.0％（女子） 99.1％（男子）

大学進学率 （1998） 45.0％（女子） 55.0％（男子）

（National Report on Population 1994-1998: National Board of Family and

　Populationをもとに作成）
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３．調査内容３．調査内容３．調査内容３．調査内容３．調査内容

３－１ 協議経過

(1) ONFP総裁表敬

　５月12日、ゲダナ総裁を表敬し、今次の調査の目的と新規プロジェクトの取り組みに関する

考え方を説明した。

　総裁の発言概要は以下のとおりである。

　プロジェクトが延長されることになって喜ばしい。テュニジアの人口問題の解決における

成功は、IECの成功に負うところが大きい。

　従来の家族計画中心からリプロダクティブ・ヘルスと活動を広げているが、２つの重点項

目がある。第一に、青少年を対象とする活動である。テュニジアでは人口の約半分が23歳以

下であり、これらの若年層を対象にした性感染症/エイズ教育が重要である。

　また、結婚年齢の上昇に伴って「責任ある性生活（la vie sexuelle responsable）」に関

する教育も重要になってきている。これらの教育のためにはコミュニケーション活動やNGO

とのパートナーシップが重視されている。第二に、女性のガン（子宮ガン、乳ガン）対策と

更年期の女性の健康問題に関する活動である。

　ONFPは保健省の政策のもとで実施機関として５カ年計画を策定し、定量的および定性的

な目的ごとの指標を定めている。たとえば、1997年から2001年までの計画では、家族計画実

施率を65％まで上昇させ、子宮ガン検査を年間25万件実施し、センターへの訪問を230万人

とする目標を立てている。

　新プロジェクトでは、資料センターの強化にも協力してほしい。

　次に、テュニジア側から提出された要請書の内容が、複数の部門にまたがる多岐にわたる活

動への支援を含んでいることから、プロジェクトとしての取りまとめ・調整の責任者を指名

し、関係各部間の連絡・協調のためのシステムを設置してくれるよう要望した。総裁は、その

場でプロジェクトのコーディネーターにはハルシ国際協力部長を指名し、プロジェクトの開始

後は、各部門の調整会議を定期的に開催することを約束した。

　専門家チームの執務室は、前プロジェクトにおいては本部視聴覚センター内に設置されてい

た。今次プロジェクトでは増築中の印刷所建物内に用意する予定であるとのことであったが、

本部に置くことも（あるいは両方に置くことも）可能であるとのことであった。当方からは、

専門家チームの業務は印刷所の整備だけでなく他の部門とも密接に連絡を取って行うべきもの

と考えるので、執務室は本部に設置することを希望する旨を述べたところ、先方の同意を得

た。
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(2) 各部門との協議

　1998年５月に事前調査団に対して提出された要請書に記された下記の６項目にわたる要望事

項について、各事項の担当者との協議を実施した。

①　視聴覚センターへの支援（視聴覚センター担当）

②　印刷所の近代化（記録出版部印刷所担当）

③　情報センター整備（記録出版部情報センター担当）

④　国際研修センターの強化（国際研修センター担当）

⑤　NGOとの連携（普及部担当）

⑥　調査研究（普及部担当）

　上記の各要望については、調査団の到着前にあらかじめ当方の考え方をJICAテュニジア事

務所を通じてONFPに連絡し、到着後には各項目に関する質問表を提示し、（できるだけ書面

による）回答を求めた。これらのやりとりを含めた協議の経過は以下のとおりである。

１）視聴覚センターへの支援

　前プロジェクトにより、放送局にも匹敵する視聴覚機器が整備されており、スタッフの多

くは日本での研修経験をもっていた。ONFP内でのビデオ製作だけでなく、「オリーブ油排

液処理研究」のJICA専門家の活動と関連したビデオ製作も行っていた。

　当方から、視聴覚センターにおける教材製作技術については、前プロジェクトにおいて

テュニジア側が自立して教材を製作できる水準に達しているため、新規プロジェクトにおい

ては、何らかの問題が生じた際などに支援する程度にとどめるという方針を伝えた。

　視聴覚センター・ダルグース所長からは、前プロジェクトにおいて整備されたプロ用ビデ

オ機材に追加して、簡易な撮影・製作に用いるための家庭用ビデオ機器に対する要望が出さ

れた。

２）印刷所の近代化

　去る1998年10月に派遣した短期調査団に対してテュニジア側から提示のあった機材リスト

に基づいて、当方案を提示して協議を行った。先方の希望する機材の総額がテュニジア側の

見積価格で２億円を超えるものとなっていたため、機材供与予算総額と他の部門の要望する

機材とを考慮して調整した。このうち一部については、ONFPが自己資金で調達する予定で

ある（(3) 教材作製関連協議を参照）。

　印刷部門については、機材の各アイテムの供与にわたって具体的な議論が行われ、優先度

１の11項目（総額102万3,000ディナール）および優先度２の２項目（総額９万ディナール）

について合意に至ったので、これを協議議事録に別添することとした。

　印刷所長からは、機材供与に伴って、印刷機器等の保守に関するメーカー研修とデザイ

ナーの研修の要望が出され、今後実施可能性を検討することとした。
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　また、印刷所建物は現在２階部分の増築工事中であり、今後機材の内容が決定したのちに

その配置を決定し、内装工事に着手するとのことである。

３）情報センター

　ONFP図書室は、現在ONFP本部ビルの１階にあり、正面玄関とは別に、通りに面した入

り口を設けて一般の利用者に開放するとともに、職員のための図書資料室としての役割を果

たしている。担当のハミラ課長のもとに主任１名、大卒３名、短大卒２名、秘書１名の、総

勢８名のスタッフで運営している。

　人口関連の書籍、雑誌、ニューズレター等、数は少ないがきちんと分類され、利用しやす

いように管理されている。現在はDOSシステムのパソコン１台があるだけだが、データベー

ス・ソフトを使って蔵書の目録が作成され、検索も可能である。

　この図書館は、リプロダクティブ・ヘルス分野でWHOの協力機関になっている。地方の

23支部のうち８カ所にも情報センターを設置した。

　ONFPではこの図書館を現在建設中の国際研修センタービルに移転して、情報センターと

しての機能拡充を計画している。情報センターの対象としては、ONFP職員、医療関係者、

人口学専門家、学生、ジャーナリストのほか、一般の利用者を想定している。

　今後の計画は以下のとおりである。

①　2000～2001年

　ONFP情報センターの強化

②　2001～2003年

　地方６支部およびアリアナ・ヒト生殖研究所、バルドー家族計画センターとのネッ

トワーク化

③　2004年以降

　地方支部15カ所への拡大

　出版・情報提供においては、1998年から印刷物の配布を開始したが、CD-ROM化したカ

タログの提供や人口統計等を提供したい。また、海外に向けても情報発信をしたい。活動は

データベース作製、情報提供、人材研修、書籍や雑誌の収集、国内・国際セミナーの開催で

ある。

　データベースの作製は、①蔵書目録のデータベース化、②analytical data base（archival

service）、③人口に関する法律のデータベース、④テキストのデータベースを構築したい

とのことである。

　当方から、地方支部とのコンピューター・ネットワークの構築において業務情報報告シス

テムとしての活用も考えているのか尋ねたところ、管理情報については、医療サービス部が
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別のシステムをもっているので、本システムで扱う予定はないとのことであった。

JICAに対しては、

・コンピューター、教材提示用機器等機材（合計約13万ディナール）

・書籍・雑誌購入費（4万ディナール）

・ローカル・コンサルタント傭上費（２万8,000ディナール）

・職員研修費（8,000ディナール）

・出版費（１万9,000ディナール）

・セミナー・ワークショップ開催費（４万ディナール）

の合計約26万5,000ディナールの資金負担を希望するとの計画が提出された。

　当方からは、支部とのネットワークを除くONFP本部情報センター強化の支援のみに限定

して支援を行いたいと回答した。必要コストのうち、人件費（ローカルコンサルタントの長

期傭上）、職員のコンピューター教育学費、インターネット接続に必要な接続料、国際会議

開催経費は支援できないこと、機材（コンピューター、書籍）については、印刷機材への予

算配分次第で充当可能であることを説明した。

４）国際研修センター

　国際研修センターは、家族計画にかかわる国内および国際研修を実施しており、1978年か

ら1995年までの18年間に主として仏語圏アフリカから700人以上の研修員を受け入れてい

る。

　従来からUNFPAの支援を受けて実施されてきた国際研修は、避妊技術や家族計画マネジ

メントに関するものであったが、1999年からはJICA第三国研修プログラムのもとでリプロ

ダクティブ・ヘルスにかかわるIEC研修が開始される予定である。

　国内向けのIECに関する研修は、1998年まで国際研修センターではなく普及部が担当して

きたが、今後は国内研修を含めて移管されることとなり、担当のモスバ氏も普及部から研修

センターに異動となった。

　IEC分野の研修は新しいテーマであり、他の分野に比較して経験が少ない。研修内容の標

準化も行われていない。研修を実施する際のモデュール（研修内容を詳細に記述した教科書

のようなもの）とこれに付属する指導者マニュアル（chaire de foramteur）、および研修

員用手引きのセットを作製して研修の内容を標準化することが緊急の課題である。現在IEC

に関するモデュールはない。

　①インターパーソナル・コミュニケーション技術、②グループ教育、③性感染症/エイズ

に関するカウンセリング技術の３種類のモデュール作製支援を希望。

　具体的には、モデュールの内容を作製するための専門家と国内のコンサルタント雇用のた

めの費用、印刷費負担（１種類2,000部で約2万ディナール）を希望。
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　ONFPのIEC分野の研修実施能力の向上は、今後予定されている第三国研修との関係から

も強化が必要でありながら、他の分野（臨床避妊技術やマネジメント）に比較して十分に確

立されているとはいえず、新プロジェクトでは積極的に支援すべきと思われる。

　このほかに、国際研修センター臨床技術研修担当者からは、卵管結紮技術研修のための実

習用機材の供与を求められたが、当該分野はすでにONFPが実施しており、機材供与のみの

協力は行わないとの当方の方針を伝えた。

５）NGOとの連携

　NGOとの連携については、ONFPが実施している各種の連携活動のうち、テーマを特定

して支援すること、そのテーマとしてテュニジアがリプロダクティブ・ヘルスにおいて近年

重視している「青少年とリプロダクティブ・ヘルス」を取り上げることを当方から提案し、

ONFP側も了解した。

　1994年のカイロ国際人口開発会議(ICPD)以降、家族計画は新しいコンポーネントを加え

たリプロダクティブ・ヘルスとしてとらえ直された。この戦略のもとでの主要なターゲット

は青少年（16～20歳の思春期層と20～25歳のヤング/アダルト層）と日陰地域の女性であ

る。

　NGOとの連携は1966年から実施されており、テュニジア家族計画協会（ATPF）やテュニ

ジア女性連盟（UNFT）との連携・協力が実施されてきた。

　1994年以降、①農村女性を対象とする家族保健、②学校教員の家族計画教育への参加、③

青少年とリプロダクティブ・ヘルス等のプロジェクトがNGOとの協力のもとに実施されて

きた。

　1997年から2001年まで実施中の青少年とリプロダクティブ・ヘルスプロジェクトは、対象

別（Youth out of School, Industrial Workers, University Students etc.）にボーイスカウ

ト、テュニジア家族計画協会、テュニジア女性連盟、テュニジア国境なき医師団、テュニジ

ア性感染症/エイズ予防財団等のNGOとの協力のもとに実施中である。ボーイスカウトと

テュニジア国境なき医師団は就学していない若者を対象にしており、ボーイスカウトのメン

バーがピアを務める。家族計画協会は職業訓練センターの学生（18～25歳、男女）を対象と

している。テュニジア女性連盟はプロフェッショナル・センター（CNFT）において私立学

校の学生を対象にして活動している（別添１参照）。

　全体の目的は、①青少年のリプロダクティブ・ヘルスに関する知識を向上させ、 ②青少年

に対する適切なサービスへのアクセスを促進することである。各NGOがそれぞれ１万6,000

人の青少年をカバーするという目標を立てている。

　ONFPの役割は、各種活動を直接実施することではなく、NGOの活動を監督し、人員の

研修等においてサポートすることである。
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　各NGOで共通する戦略はピア教育のアプローチであり、若者のなかから教育者をリクルー

トして研修し、彼ら/彼女らが同年齢の若者に対してメッセージを伝え、必要に応じて

ONFP支部等のサービス提供場所を紹介することである。

　活動の手順は以下のとおりである。

①　各ターゲットグループごとのサーベイ

②　調査結果を検討するためのセミナー

③　指導者（NGOのメンバー）の研修

④　ピア・エデュケーターの研修

⑤　フィールド活動

⑥　フォローアップ

　すでに15の地域でNGOの活動が実施されており、地方支部に青少年を対象とした教育・

カウンセリング機能を有するリスニングユニットが設置されている。これらの活動を支援す

るためにONFPで作製したオーディオ・カセット、ビデオ、小冊子、ガイドブック（ピア・

エデュケーター向け）が使用されている。

　これまでに４つのNGOで90人の指導者を訓練した。ピア（エデュケーター）の養成目標

数は760人であるが、現在までに600人がリクルートされ、研修を受けた。

　対象とする青少年の数は８万5,000人である。１人のピアが年に20人の若者を教育するこ

とを目標にしている。

　活動実施前の調査も各NGOが実施し、報告書もすでに作成されている（報告書の写しの

提供を要請）。また、実施後は３カ月ごとに各ピアから提出される報告書に基づくフォロー

アップを実施する。

　ONFPとNGOの役割分担については、ONFPが予算を配布し（１NGOにつき年３万ディ

ナール）、研修を実施し、フィールドを訪問し、セミナー開催等を支援し、教材を提供す

る。教材としては、これまでにガイドブック、小冊子、性感染症に関するビデオ、性感染症

と結婚前の健康診断（４～５年前から義務づけられている）等が作製され、使用されてい

る。

　ピアは教育は行うが、避妊具の配布等はONFP各地域支部等の施設が行う。

　この活動を現在の15地域から全国に拡大し、地域支部のリスニングユニットを強化した

い。具体的にはスペースの改善への支援を希望する。

　教材の作製に関しては、印刷教材（年間２種類）の作製、プロモーション用品（Ｔシャ

ツ、帽子等の作製支援、15の地域において各20～40人のピアを対象とするセミナーや地域間

のピアの交流のためのワークショップ、全国年次会議を実施するための支援の希望が述べら

れた。
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　当方からは、教材作製への協力は可能であるが、建物の改善はできないことを伝えた。

　また、教材の作製に関しては、ONFPで作製した教材をNGOに配布、使用してもらい、

その教材の評価が行われることが望ましい旨を述べた。

６）調査研究

　上記青少年プロジェクトに関して、現在は３カ月ごとにピアから提出される活動報告レ

ポートに基づくフォローアップを実施している。質的調査に関しては、各ターゲットグルー

プごとのKAP調査を実施し、教育スタッフのニーズに関する調査を実施した。今後計画し

ている調査としては、リスニングユニットの評価調査、プログラム実施後のKAP調査等が

ある。ほかに家族計画センターにおけるサービスの質の調査も実施したいとのことであっ

た。

　当方からは、プロジェクトの枠内での協力としては「青少年とリプロダクティブ・ヘル

ス」、および「教材の効果」を優先的なテーマとして取り上げたいとコメントした。

　ただし、ONFPにおいて調査を実施する際には、どの程度がONFP内部スタッフによって

実施され、外部コンサルタントへの調査委託がどのように実施されているのかについては具

体的な説明がなかったので、調査資金の提供に終わらない協力のあり方について、さらに情

報収集と意見交換が必要と考えられる。

(3) 教材作製関連協議

１）印刷機材

　1998年11月のリプロダクティブ・ヘルス教育強化プロジェクト短期調査の際、ONFP側よ

り提出された機材リスト（別添２機材リスト参照）をもとにONFP側カウンターパート、バ

ルドー印刷所所長ブラヒム・ブラディ、広報部長アブデルクリム・ヤヒヤ両氏と内田浩正団

員、秋山明団員との間で協議が行われた。

　当初、ONFP側は機材リストにあるすべての機材供与を要求したため、供与機材予算全額

を印刷機材供与に充てることは考え難いことを伝えた。同時に秋山明団員作成機材リスト

（別添３提案書参照）を提案したが、ONFP側は難色を示し、ONFP側で作成した機材リス

トに固執したため、再度、ONFP側機材リストをもとに秋山明団員が早急に必要と思われる

機材をリストアップ（別添４機材リスト参照）し、提出した。

　同提案に対し、ONFP側は予算を他の部門で使用する必要性が少なく、印刷機材に予算の

大半を使用することは可能だと主張した。調査団は同意見は印刷部門だけの考えと判断し、

ONFP内部の意見調整の必要性を提案するが意見は折り合わず、その後、ONFP側は最終案

として５カ年計画リスト（別添５機材リスト参照）を提出した。

　早急に必要な機材を優先させることとし、提出された機材リストから、製本関係機材を除
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外するように求め、同機材についてはONFP側で調達することを提案した。

　ONFP側は、削除を求めた製本機材のうち２点については、さらに必要性を求めたため、

予算に余裕が出たと判断された時点での供与を提案（別添６機材リスト参照）し、当初の

ONFPから提示のあった機材リストの約70％を供与することで一応の合意に達した。ONFP

側が当初の機材リスト中、いくつかの印刷製版機材と２点の製本機材を除く他の製本機材の

自己調達を考えるとの意見を述べたことは大変評価できる。

　リプロダクティブ・ヘルス教育強化プロジェクトは高額な機材の供与にあるのでなく、あ

くまでも教育強化支援にあることをONFP側も日本側も理解し、認識しなければならない。

機材は教育強化のための教材を作る道具であると考えることが大事である。

２）教材関係

　AVセンターには、日本国内のプロダクションレベルに相当する機材が備えられている。

日本人専門家が引き揚げた後、機材が効率よく稼働して教材が作られていることが大事であ

る。前プロジェクトの際、日本人専門家が指導している時には多くのAV教材が作製された

が、現在は作製しているのか、また、将来もONFP独自で教材を作ることが可能であるの

か、今後の経過を見守っていく必要がある。

　AVセンター長のサロア・ダルグースよりホームビデオレベルの機材の必要性を求める意

見があった。現行の高いレベルの機材では小回りが利かない場合があるのではないかと判断

する。

　家族計画センターアリアナ支部の待合室では、ビデオ教材が放映されていたが、見ている

人がいないのが現状である。AV教材の基本的なあり方を再検討する必要がある。

　印刷教材に関しては、指導員が一軒一軒の家を回り説明をするなど、有効に使用されてい

る。ONFP家族計画センター視察後、NGO組織ボーイスカウトナブール支部を視察した。

ここではNGOとの連携がうまく行われており、「青少年とリプロダクティブ・ヘルス」と

いうテーマで活動を実施していた。18歳の少年が、ピア・エデュケーターとして同輩に対し

性やエイズに関する教育が印刷教材を用いて行われていた。家族計画センター、ボーイスカ

ウトで印刷教材が効率よく使われていることは評価できる。

３）提言および検討課題

　今後の検討課題としては、AV教材を充実させることが優先であると思われる。大掛りな

設備機材でAV教材を製作するのもひとつの方法かもしれないが、テレビでオンエアするよ

うな作品、あるいはコンクールで金賞を受賞するような作品ばかり製作しても実際の現場で

どれだけ役立つか疑問である。簡単な機材設備で多くの役立つ教材を製作して現場で十分に

活用されることが大事である。

　大掛りな機材で教材を製作するということは大変な時間と経費が必要であり、当然、製作
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数に限りがある。簡単な機材であれば時間と経費も節約でき、取材なども気軽にできる。AV

センター長のサロア・ダルグースがホームビデオレベルの機材が必要と提案したのも、この

部分での壁に突き当たっているものと思われる。

　リプロダクティブ・ヘルス教育強化に必要なのは作品作りではなく、教材作りであること

を認識しなければならない。印刷教材に関しては、高額な機材を供与するので、教材作りに

真剣に取り組む必要がある。ONFPの印刷物を見た範囲では、視覚に訴えるものが皆無に近

い。ONFP側も認めているが、デザイン力が著しく欠如している。早急に専門家を育てる必

要がある。

　教材製作に最も必要なのは企画力と行動力であることを忘れてはならない。

３－２　他のドナーからの情報収集

(1) UNFPA

　テュニジアに対するUNFPAの協力は、新しいアプローチとフレームワークで実施されてい

る。（戦略文書入手）

　テュニジアの特色としては、①地域間格差（家族計画実施率、妊産婦ケア、新生児ケア等の

普及）、②リプロダクティブ・ヘルスの新しい７つのコンポーネント（公衆衛生的アプロー

チ、５つのパイロットセンターに導入）、 ③青少年に対するリプロダクティブ・ヘルス教育の

ニーズ等があげられる。

　青少年のプロジェクトは1997年から開始された。実施は国内のNGOに委託され、ONFPが

これを統括している。資金の60％はUNFPA、40％はベルギーが援助している。活動はター

ゲットグループの青少年を教育者とするピア教育の手法で実施し、ONFPは教材の提供、

フィールド調査、トレーナーズ・トレーニング等を実施している。NGOは運営管理面での能

力が高くないので、各NGOごとの予算を定めたうえでUNFPAはONFPと一括契約を結び、

ONFPが全体の監督・管理を行っている。

　実施能力に関してもNGOによってばらつきがあり、なかには十分に活動成果をあげていな

いNGOもある。こうした情報は喜んで提供したい。

　1999年中に（９月ごろから）中間評価を実施する予定であるが、評価はブラッセル自由大学

のコンサルタントとジョルダンのアンマンにあるUNFPAテクニカル・サポート・チームの専

門家がアドバイザーとして参加する予定である。JICAとの情報交換や協力も可能である。

　これまでの実施状況からは、青少年に対する教育・カウンセリングのためにONFP支部にリ

スニングユニットが設置されているが、ONFP支部は主として家族計画のために女性が訪問す

る場所であるため、青少年、特に男子を対象とするサービスの提供場所としてはあまり効果的

でないのではないかという問題が認識されている。
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(2) UNICEF

　UNCEFは多くの印刷教材やビデオ教材を作製している。教材は、マグレブ地域諸国を対象

として作製したEPIに関する教材の例を除いては、通常、各国別に作製している。

　日本が保健省傘下の栄養食料研究所に供与した視聴覚教材作製用機材が活用されていない。

非常に高度の機材であるが、使用する技術者は政府の給与レベルでは勤務を続けない（本件の

資金出所は不明）。

　UNICEFにおいても教材作製は必ずしも標準化されておらず、担当者ごとにばらつきがあ

る。教材作製とマーケティングの手法を標準化する必要を感じている。1999年４月にはイラン

人のコンサルタントを招いて、印刷に関する状況調査と３日間のトレーニングを実施した。

　UNICEFの保健分野の活動は、保健省PHC局をカウンターパートとして実施している。保

健省に比較して、ONFPはKAP調査等の能力が高いと思われる。保健省では教材作製にあたっ

て調査に基づかないで作製したり、教材のテストを行っていない。

　最近作製したビデオを用いた子供の養育に関する親の教育教材の開発においては、UNICEF

が外部コンサルタントと契約して教材の評価を実施した。コンサルタントは、スースの看護学

校の校長を務めるMr. Hamoda Rouisで、非常に優秀な人材である。評価の結果、ビデオに出

ているのが都市の中流階級の家庭であるため、対象とした農村（Kairouan）の家族から受け

入れられなかったという結果が出た。

　教材の評価に関して難しい点があり、以前UNICEFが作製したEPI促進ビデオで、有名な

テュニジア人俳優を起用し、予防接種に連れて行かなかったために子供が死んでしまうという

内容のスポットを作製した時、エジプト人コンサルタントからはネガティブな評価をされた

が、実際には人々の強い関心を喚起し、予防接種率が大幅に向上したという経験がある。

　テュニジアは全国のテレビ普及率が約90％に上り、1988年ころの調査では最も効果的なメ

ディアはテレビ、次が保健ワーカー、３番目がラジオ（ほぼ100％普及）、４番目が学校で

あった。しかし、その後、マスコミの普及で保健ワーカーの役割が低下してきており、ラジオ

に抜かれた。保健ワーカーの教育・カウンセリングを強化する必要がある。

　他国との協力に関しては、以前勤務していたマリの地域レベルでの保健活動評価の事例を視

察するスタディー・ツアーを企画したが、最初テュニジア人から拒否された経験がある。他国

に学ぶことを否定するメンタリティーが近隣国を含めてある。また、教育の方法が双方向的で

なく、トップ・ダウンである点は弱点である。IEC分野の南南協力の実施に関しては、アフリ

カの上級管理者たちの多くがすでにアメリカやヨーロッパで研修や教育を受けているため、

テュニジアでの研修をあまり魅力的と感じない可能性がある。

　UNICEFが作製した印刷教材のコストに関しては、母乳促進に関する小冊子（２色印刷）

が1,000部で約3,000ドル（専門家に委託せず）、改訂・増刷したテキスト（表紙のみカラー、
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本文２色、約90ページ）が1,500部で3,340ドル、IMCIのテキストが1,000部で5,500ドルであっ

た。

３－３　フィールド視察

(1) アリアナ・家族計画クリニック

　ONFPがもつ23地域のひとつであり、首都テュニス北部に位置するアリアナ地域センターを

訪問した。また、地域センターには家族計画クリニックが併設され、２つの巡回班（mobile

team）が稼働していた（ちなみに、1997年現在、ONFPはテュニジア全国において、50カ所の

家族計画クリニックと105のmobile teamを擁している）。アリアナ地域センター長のMr.

Anouar El Ouati氏から得た情報は以下のとおりである。

１）家族計画クリニックは、産科医３名、麻酔科医１名、看護婦助産婦などの保健医療従事者

を抱え、週５日間にわたり、卵管結紮やIUD（子宮内装具）の手術を行っている。手術室、

術後回復室、診療ベッド室をもち、酸素、窒素なども中央配管され、緊急時の対応も十分に

行っていた。

２）家族計画クリニックの外来には４つの診察室があり、卵管結紮やIUDの術後の管理をはじ

め、ピル、コンドーム、Norplant（埋込み式避妊薬）の提供も行っていた。単なる避妊薬

の投与だけでなく、血圧測定や貧血検査なども行い、必要に応じてビタミン剤や抗生物質な

どの医学的治療も行っていた（血液検査の検体は、ONFP管轄のAriana Center of Studies

and Research in Reproductive Healthに送付されていた）。

３）家族計画クリニックの外来待合室にはビデオがあり、映写が行われていた。騒がしい環境

であり、説明する人もいない状況でただビデオを流しているだけなので、あまり効果がある

とは思えなかった。ただ、外来診察室の中には、ONFP印刷所で印刷された印刷物や書類が

活用されていた。

４）アリアナ地域センター管内の貧困者居住地区で家族計画指導員（animator/animateus）

のフィールド活動を視察した。家族計画指導員はONFPの末端での活動を担っており、１軒

ずつ戸別訪問を行い、家族計画の必要性を指導するほか、職業訓練学校の生徒や工場労働女

性（アリアナ地域では紡績や織物業の労働者が多いという）にも家族計画教育を行うなど、

NGOとの連携も活発に行っている。家族計画指導員は、種々のパンフレットや避妊具の実

物を白衣のポケットにいっぱい詰め込んで、１軒ずつ街を歩いて家族計画の普及に努めてい

た。家族計画指導員から指導を受けた女性は、家族計画クリニックを受診し、家族計画を開

始することが多いという。

５）今回のプロジェクトにおいて製作されるであろう家族計画普及用の印刷物は、家族計画指

導員の活動とうまく連携したときに、非常に具体的な目に見える効果をあげることが期待さ
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れた。

(2) ナブール・ピア・エデュケーター（Peer Educators in Nabeul）

　ONFPとスカウト（ボーイスカウトとガールスカウトが一緒になったテュニジアのNGOの

ひとつ）の共同事業として行っているピア・エデュケーターを視察した。ピア・エデュケー

ターとは、ONFPが「青少年とリプロダクティブ・ヘルス」の中心的課題として取り組んでい

る活動であり、青少年をトレーニングし、青少年自身が同世代の若者にリプロダクティブ・ヘ

ルス教育を行うプログラムである。

１）スカウトは、12歳以下、13～17歳、18～25歳の３つのグループに分かれ、キャンプを行っ

たり、社会奉仕をしたり、日本のボーイスカウトやガールスカウトと同様の活動を行ってい

た。スカウトが行っている保健関連の活動は、エイズ、タバコ、輸血キャンペーンなど多岐

にわたる。

２）スカウトのピア・エデュケーターのひとりであるハッサン君（18歳・高校生）にインタ

ビューを行った。ピア・エデュケーターのためのトレーニングは３日間にわたり行われ、生

殖器の構造、性感染症、エイズ、避妊方法などに関する教材やパンフレットを渡される。ス

カウトでは校外活動を主体としているので、ハッサン君は校外で友人に声をかけて、生殖器

の構造、性感染症、エイズ、避妊方法などについて少しずつ話すことになる。友人と話した

事項については、話をした日時、場所、質問内容とその答え、使用した教材、次回の約束な

どをメモして報告書に記録する。

　ピア・エデュケーターは１年間に20人の友人に話すという目標設定だが、ハッサン君は今

のところ７人の友人に話したという。彼自身は、初めは恥ずかしかったが、クラスメートの

関心も深まり、今はこの活動に満足している。自分で答えられなかったときは、先輩に電話

をしたりしてアドバイスを受けているという。

３）非常に新しい試みであり、まだプログラム開始後短期間なので評価を下すことはできない

が、中年のスカウトOBたちが積極的に支援しており、テュニジアの社会で受け入れられる

素地があることが印象的であった。しかし、ピア・エデュケーターが使用している教材やパ

ンフレットは保健医療の教科書の焼き直しのような体裁であり、もっと若者の関心を惹起す

るように改良する余地があると思われた。

４）本プロジェクトが「青少年とリプロダクティブ・ヘルス」を課題のひとつにするのであれ

ば、このようなピア・エデュケーターに対する意識調査を行うことにより、今後のプログラ

ムの展開に資するのではないかと考えられた。
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４．ミニッツ４．ミニッツ４．ミニッツ４．ミニッツ４．ミニッツ

 　ONFP関係者との協議の結果、以下の点に合意し、合意内容を取りまとめた議事録に中村団長

とONFPゲダナ総裁が署名を交した（添付資料①ミニッツ参照）。合意内容は以下のとおりであ

る。

(1) プロジェクト名

　テュニジア国リプロダクティブ・ヘルス教育強化プロジェクト

(2) 目的

　「青少年とリプロダクティブ・ヘルス」およびコミュニケーション技術の研修に重点を置い

たONFPの教材開発、製作、利用に関する能力の強化を通じてテュニジア国のリプロダクティ

ブ・ヘルス教育を強化する。

(3) 協力期間はR/D署名日から５年間とする。

(4) リプロダクティブ・ヘルス教育のうち「青少年とリプロダクティブ・ヘルス」およびコミュ

ニケーション技術の研修（対人コミュニケーション手法、グループ教育手法、性感染症/エイ

ズに関するカウンセリング等）を重点テーマとする。

(5) したがって、教材作製、配布、評価等の活動支援においても上記テーマに関するものを優

先する。

(6) また、活動の量的拡大のみならず、質的向上のための評価調査を重視する。

(7) 機材供与予算の３分の２から４分の３を印刷分野に振り向ける。残りを資料センター等、

他の部門に割り当てる。

(8) 先に終了した人口教育促進プロジェクトで技術移転された視聴覚センターのDTP (Desk Top

Publishing)の技術に関して、印刷所と視聴覚センターとの連携を図る。

(9) 印刷所の運営に関しては、ONFPがすべての運営費を負担する。

(10)研修、教材作製、調査等に対する資金的支援は、年間500万円程度を予定する。

(11)ONFP内の各部門の調整を図るための国際協力部長を委員長とする委員会を設置して、日本

人専門家と協力して年間活動計画を策定し、これをモニターする。

(12)年間２～３名の研修員を日本に受け入れる。

(13)各部門ごとの目標、活動概要、JICAからの支援項目をまとめたプロジェクト・サマリーを

作成し、ミニッツに添付した。

(14)印刷部門の供与機材リストに合意し、ミニッツに添付した（テュニジア側の見積価格で第一

優先機材総額102万3,000ディナール、ほかに第二優先機材９万ディナール）。
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目的・部門 目 標 活 動 機 材 資金援助 専門家 日本研修
視聴覚
センター

青少年プログラ
ムとIEC研修のた
めに適切な視聴
覚教材を作製す
る

青少年プログラ
ムとIEC研修のた
めに視聴覚教材
を作製する

アマチュア
用ビデオ製
作機材

視聴覚教材
製作

視聴覚教材
製作

TBD

印刷所 適切な印刷教材
を作製する

青少年プログラ
ムとIEC研修のた
めに印刷教材を
作製する

印刷機器、
車両

- 印刷技術 TBD

情報出版
センター

人口とリプロダ
クティブ・ヘルス
に関する情報サ
ービスを強化す
る

中央情報センタ
ーにデータベー
スを構築する
情報の配布を行
う

コンピュー
ター、書籍

研修 データベー
ス
ウェブ・サイ
ト構築

TBD

国際研修
センター

コミュニケーシ
ョン技術に関す
る研修を標準化
する

コミュニケーシ
ョン研修のモデ
ュールを開発す
る
研修を評価する

TBD 研修モデュ
ールの製作

コミュニケ
ーション、カ
ウンセリン
グ、教育手法

TBD

NGO連携 青少年とリプロ
ダクティブ・ヘル
ス・プログラムの
効果を高める

教材を提供する
指導者の研修を
行う
ピア・エデュケー
ターのワークシ
ョップを開催す
る

TBD 指導者研修
教材作製
セミナー

思春期保健、
コミュニケ
ーション

TBD

調査研究 青少年とリプロ
ダクティブ・ヘル
ス・プログラムを
評価する

青少年プログラ
ムに関する調査、
リスニングユニ
ットに関する調
査、リプロダクテ
ィブ・ヘルスサー
ビスに関する調
査

TBD 調査 評価研究 TBD

TBD: to be decided later

プロジェクト概要
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